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議案第２８号～第３１号　　特別会計補正予算 (単位:千円）

一般被保険者高額療養費　　　　　　　　　100,000

D／Ｃ３ 月 現 計 Ｂ

100.51

計

66,024,000

当 初 C ３ 月 現 計 D

補 正 額区 分 備 考

103.50

Ｂ／Ａ

71,053,921 104.51

Ａ／Ｃ Ｂ／D

107.6271,415,836

14,741,858

後 期 高 齢 者 医 療 1,810,613 60,000 1,870,613 鳥取県後期高齢者医療広域連合負担金  60,000

駐車場管理事業　　　　　　　　　　　　　　　　 5,030

100,000

220,25214,783,592

5,030駐 車 場 事 業

市 債

令 和 元 年 度

歳 入 合 計

232,761

諸 収 入

70,872,517

441,3345,607,104

繰 越 金

543,319

学校教育施設等整備事業　　　　　　　　　374,100
臨時財政対策債                                 56,534 ほか6,048,438

8,367,607 補助金等返還金　　　　　　　　　　　　　　　　29,549

平 成 30 年 度 　　　比                   較　　　（％）

71,415,836

71,415,836

900,899

△ 120,611

2,808

△ 42,522

公立学校情報通信ネットワーク環境施設整備補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　361,653
社会資本整備総合交付金　　　　　　　　△165,072
施設型給付費負担金　　　　　　　　　　　△138,077
プレミアム付商品券事業補助金　　　　　 △85,000 ほか

8,338,058

668,138

保育所運営費負担金　　　　　　　　　　　　　　2,808

資料　３ 

△ 17,431

27,248,270

計

7,944,819

△ 134,589

補 正 額

令 和 元 年 度 ３ 月 補 正 予 算 の 概 要

備 考計

11,301,484

1,268,454

6,635,518

6,219,692

1,251,023

761,6005,458,092

543,319

補 正 前 の 額

補 正 額

当 初 Ａ

補 正 前 の 額

14,641,858国 民 健 康 保 険 事 業

69,000,000

717,404712,374

償還金　　　　　　　　　　　 　　　　　　        194,540
介護予防・生活支援サービス事業　　　　　 26,302 ほか

（歳入）

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

分 担 金 及 び 負 担 金

（歳出）

総 務 費

区 分

教 育 費

70,872,517

民 生 費

補 正 前 の 額

11,057,377

歳 出 合 計

244,107

27,469,605

農 林 水 産 業 費

土 木 費

△ 89,033商 工 費 8,033,852

6,770,107

△ 221,335

区 分

5,492,034

281,339

12,017,332

原子力防災対策交付金                        40,000
施設型給付費負担金　　　　    　　　　　 △69,039
子ども・子育て支援交付金               　 △42,318 ほか

29,549

備 考

5,371,423

11,974,810

284,147

15,003,844介 護 保 険 事 業
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一般会計 ※ 新規事業

補 正 額

78,151

40,000 ※

返還金 181,497

224,856 ※

28,957

　
補

△33,296
△60,296
+27,000

　
補

△26,707
△46,707
+20,000

※

補

494,535

※

補

228,773

補

79,407

補

45,854

補

＜国の補正予算（第1号）に連動した防災・減災事業等の推進＞

◆ 橋りょう補修事業
　・市道橋りょう（2橋）の整備

◆ 道路維持補修事業（補助）
　・市道尾高岡成赤松線の整備

◆ 小学校校内通信ネットワーク整備事業
　・市内22小学校の校内通信ネットワーク機器の整備

（予算額は再掲） ◆ 中学校校内通信ネットワーク整備事業
　・市内10中学校の校内通信ネットワーク機器の整備

◆ 小学校特別教室等空調設備改修事業
　・小学校特別教室等の空調設備の整備

◆ 中学校特別教室等空調設備改修事業
　・中学校特別教室等の空調設備の整備

令和元年度３月補正予算の主な事業内容

道路維持補修事業（補助）
（道路整備課）

社会資本整備総合交付金（通常分）の交付決定額に合わせ
た減額及び国の補正予算（第1号）での追加配分による事業
費の増

市内22小学校の校内通信ネットワーク機器の整備

中学校校内通信ネット
ワーク整備事業
（教育総務課）

・・・国の補正予算（第１号）等と連動した事業

8億9,556万9千円
総 額

小学校校内通信ネット
ワーク整備事業
（教育総務課）

民 生 費

（単位:千円）　

事 業 名費 目

総 務 費 一般管理費人件費
（職員課）

退職者の増に伴う退職手当の増等

小学校特別教室等空調設
備整備事業
（教育総務課）

小学校の空調設備の更新等
　※特別教室 （更新）　4校 18箇所
　※配膳室（新設）　4校

国民健康保険事業特別会
計繰出金
（保険課）

国民健康保険事業特別会計への財政安定化繰出

教 育 費

土 木 費

中学校特別教室等空調設
備整備事業
（教育総務課）

中学校の空調設備の更新
　※特別教室　2校 12箇所

内 容

橋りょう補修事業
（都市整備課）

社会資本整備総合交付金（通常分）の交付決定額に合わせ
た減額及び国の補正予算（第1号）での追加配分による事業
費の増

市内10中学校の校内通信ネットワーク機器の整備

私立保育所等支援事業
（子育て支援課）

運営費に係る国の基準単価の改定による増

過年度受入れの国・県補助金等の額確定による返還金

原子力安全対策事業
（防災安全課）

原子力防災対策交付金の基金への積立て
　年度末基金残高見込み　40,000千円

494,535千円

228,773千円

20,000千円

45,854千円

27,000千円

　令和2年度当初予算とあわせ、13か月予算として切れ目のない事業を展開するもの。

79,407千円
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（繰越明許）

　一般会計 （単位:千円）

費　目

変更前

変更後

土 木 費

国の補正予算を活用した事業で
あること等により、年度内完了が
見込めないため

関係機関との調整に期間を要し
たため

関係機関との調整に期間を要し
たため

国の補正予算を活用した事業で
あること等により、年度内完了が
見込めないため

関係機関との調整に期間を要し
たため

関係機関との調整に期間を要し
たため

当該事業に係る県施行事業が
繰越となるため

25,168
関係機関及び地元調整に期間
を要したため

6,240
関係機関との調整に期間を要し
たため日本中央競馬会事業所周辺環境整備事業費

市道安倍三柳線改良事業費
206,159 関係機関との調整に期間を要し

たため240,159

関係機関との調整に期間を要し
たため福米西小学校校舎増築事業費

関係機関及び地元調整に期間
を要したため

24,100

77,030

14,800

50,720

道路整備事業費

排水路新設改良事業費

県営街路事業負担金 80,938

公園施設長寿命化事業費

都市公園急傾斜地崩壊対策事業費 30,860

米子駅南北自由通路等整備事業費 484,142

228,773中学校校内通信ネットワーク整備事業費

中学校特別教室等空調設備改修事業費

小学校校内通信ネットワーク整備事業費

小学校特別教室等空調設備改修事業費 79,407

45,854

土地改良事業費 45,000

13,222

当該事業に係る県施行事業が
繰越となるため

5,500

111,000

道路維持補修事業費（補助）

市道上和田東２２号線改良舗装事業費 36,700

国の補正予算を活用した事業で
あること等により、年度内完了が
見込めないため

農林水産業費

弓浜荒廃農地対策事業費

入札不調により、業者決定に期
間を要したため

関係機関との調整に期間を要し
たため

民 生 費

小規模多機能型居宅介護事業所整備事業費 38,634
補助事業者の事業について、年
度内完了が見込めないため

なかよし学級施設整備事業費 14,457
関係機関との調整に期間を要し
たため

地域子育て支援センター事業費 3,652

補助事業者の事業について、年
度内完了が見込めないため

県営土地改良事業負担金

国の補正予算を活用した事業で
あること等により、年度内完了が
見込めないため

備　　　考事　　　業　　　名

494,535
国の補正予算を活用した事業で
あること等により、年度内完了が
見込めないため

77,000橋りょう補修事業費

教 育 費

関係機関との調整に期間を要し
たため

認知症高齢者グループホーム整備事業費 15,102

金　額

当該事業に係る県施行事業が
繰越となるため

県営急傾斜地崩壊対策事業負担金

国の補正予算を活用した事業で
あること等により、年度内完了が
見込めないため
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